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概要 

無線機器の"つけっぱなし"や"無駄づかい"による電力浪費に対する統合的かつ抜本的な対策として、無線通信が必要と

される時間、場所および通信用途に応じて、オンデマンドに無線アクセスを提供する Radio On Demand Networks(ROD)

を提案し、その技術開発を行った。自動スリープ制御方式、低消費電力で待機可能な Wakeup Receiver、通信用途に応

じた省電力制御機能、機器間連携機能などを開発し、開発技術を搭載したオンデマンド型の無線 LANアクセスポイント

を使った実証実験により、RODの高い CO2削減効果を確認した。 

 

１．まえがき 

家庭やオフィスにおいて、無線機器の"つけっぱなし"や

"無駄づかい"による電力浪費対策が急務である。照明や空

調に対しては、その時々の状況にあわせてきめ細かく制御

する省エネの取り組みが盛んに行われている。しかしなが

ら、無線 LANアクセスポイント(AP)が、人のいない夜間

であっても無頓着に制御信号を放出し続けている現状が

ある。これは明らかに無駄な電力消費であり、情報通信シ

ステムとして洗練されたものであるとはいえない。本研究

開発では、無線通信が必要とされる時間、場所および通信

用途に応じて、電力および電波リソースを有効利用可能な

Radio On Demand Networks(ROD)の技術開発によって

無線 LAN ネットワークの CO2 排出量を大幅に削減する

ことを目的とした(図 1)。 
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図 1. Radio On Demand Networksの概要図 

 

２．研究開発内容及び成果 

AP は無線 LAN 端末(STA)が通信を行っていない時間

帯であっても、無線 LAN信号を常時待受けており、無視

できない電力を消費している。その対策としてオンデマン

ド型 AP(ROD-AP)を開発した。 

ROD-APは STAとの通信状況を監視し、無駄に電力を

消費すると判断された場合に自動的に稼働状態からスリ

ープ状態へ遷移する。スリープ状態では、無線 LAN通信

機能への電源供給を止め、稼働時と比較して無視できるほ

どの低消費電力で動作するWakeup ReceiverのみでSTA

からの通信要求を待ち受けする。STAがWakeup Signal

を送信すると、それを検出したWakeup Receiverはウェ

イクアップ制御により ROD-APを稼働状態へ遷移させ、

無線 LANアクセスを提供する。このウェイクアップ制御

による無線通信機能のオンデマンド型アクセスにより、無

駄のない無線ネットワークを提供できる。 

"つけっぱなし"を防ぐための、スリープ状態への自動遷

移は、ROD-APが STAとの通信状況を監視することで実

現した。一連のパケット群をフローと見なし、フローの出

現頻度はポアソン到着、フローの継続時間は対数正規分布

に従うといった実測値分析から得られた統計分布に基づ

いて、次のフローの到着時間を推定し、自動的に遷移判断

する制御方式とした。無線 LANの実測通信データを用い

たシミュレーション評価により、提案した制御方式では

90%以上の時間をスリープ状態とする性能が得られた。 

STA の通信要求を待ち受けする Wakeup Receiver は、

いかに低消費電力とするかに加えて、既に普及しているノ

ート PC、タブレット、スマホなど様々な STA からの

Wakeup Signal の検出を、互換性を確保しながら実現す

るかも課題となった。そこで、無線 LANフレームのフレ

ーム長を検出、複数のフレーム長の組み合わせパターンで

識別子を表し、APの識別子(ESSID)と一致した場合に AP

をウェイクアップ制御する方式を考案した。この方式では、

既存の STAは、Wakeup Signalを無線 LANモジュール

で送信できるため、新たな無線通信モジュールを追加する

ことなく ROD-AP を稼働状態にできる。また、Wakeup 

Receiver は発振器のない包絡線検波によってフレーム長

検出することで消費電力を大幅に抑えられ、かつ単純な回

路で小型安価に提供できるという利点も得られた(図 2)。

本方式の Wakeup Receiver を試作し、無線 LAN の 1W

程度に対し、0.52mWの低消費電力で待ち受け可能なこと

を確認した。また、屋内の環境において無線 LANとほぼ 
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図 2. Wakeup Receiverの構成とフレーム長検出の様子 

 

同等の到達距離 90m(受信成功確率 91%)の Wakeup 

Signal検出性能が得られる実験結果を得た。 

"無駄づかい"対策として、通信用途に応じて MIMO チ

ェイン数を可変することでMIMO通信の電力消費を抑え

る省電力制御や、オフィスなどの複数 APが存在する構成

で、AP 同士が連携し STA の通信品質を保ったまま無駄

な稼働 AP数を減らす方式など、無線 LANネットワーク

を省電力化する様々な対策に取り組み、それぞれの効果を

シミュレーションや実験評価によって確認済みである。 

RODの CO2削減効果確認のため、各提案方式を搭載し

た ROD-AP を用い実証実験を行った。企業オフィス、大

学研究室、個人家庭の計 10拠点で、約 2ヶ月間実験を実

施した。その結果、ROD-APの平均稼働率は平日15.63%、

休日 6.06%であり、消費電力量は従来の AP の約 20%に

抑えられる高い効果を確認した。年間の CO2排出量に換

算すると削減量は AP1台あたり 28.9kgであり、1家庭の

総電力消費の 1.4%に相当する(図 3)。 
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図 3.実証実験結果と実験に用いた ROD-AP外観 

 

３．今後の研究開発成果の展開及び波及効果創出へ

の取り組み 

本研究開発で提案したRODのオンデマンド型無線アク

セスは無線 LAN の AP だけではなく、無線 LAN を搭載

する他の無線機器にも応用可能である。近年、無線 LAN

機能を搭載したカメラやストレージなどが市場投入され

ておりバッテリー駆動も少なくない。それらの機器に提案

方式を適用することで、無断な電力消費を無くし、利便性

を高めることが期待される。当研究グループでは、本研究

開発で得られた成果と知見を活かし、様々な機器に汎用的

に取り付け可能な無線 LAN 対応 Wakeup Receiver モジ

ュールを事業化し、社会展開することに取り組んでいる。 

また、Wakeup Receiver の無線フレーム長を検出する

方式は、無線 LANだけでなく他の周波数帯の CSMA/CA

方式の無線規格にも応用できる。例えば無線 PANのセン

サーネットワークをWakeup Receiverを用い省電力化す

ることで、センサーノードの電力線確保や電池交換の手間

が解消でき、M2M/IoTによるスマートハウス/タウン等の

電力需給制御サービス普及促進に寄与する。 

４．むすび 
無線機器の"つけっぱなし"や"無駄づかい"による電力浪

費対策として RODを提案し、その技術開発を行った。オ

ンデマンド型無線アクセス実現のため、自動スリープ制御

方式、無線 LANフレーム長を検出するWakeup Receiver

の開発のほか、種々の無線 LAN 省電力対策を考案した。

提案方式を搭載した ROD-AP を用いた実証実験を行い、

高い CO2削減効果が得られることを確認した。 

今後はRODを他の無線規格に発展させる取り組みを行

っていく予定である。 
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